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国土審議会計画推進部会 国土管理専門委員会（第９回） 

平成３０年８月１０日 

 

 

【課長補佐】  それでは、定刻になりましたので、ただいまから国土審議会計画推進部

会国土管理専門委員会の第９回会議を開催いたします。 

 本日はお忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございます。事務局の国土政策局

総合計画課国土管理企画室の栗林でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 会議の冒頭に、本日の会議の公開について申し上げます。国土管理専門委員会設置要綱

の５にありますとおり、会議は公開することとされております。本日の会議も、一般の方々

に傍聴いただいております。この点について、あらかじめご了承いただきたいと思います

ので、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、カメラ撮りにつきましては、冒頭のみでお願いいたします。 

 続きまして、お手元の資料の確認をさせていただきます。クリップどめを外していただ

きまして、まず、座席表、議事次第、資料１、「本日御議論いただきたいポイント」、資料

２－１、国土管理専門委員会２０１８年とりまとめ、資料２－２、計画推進部会と国土審

議会の主な意見、資料３、「国土管理専門委員会」における議論の全体像と今後の進め方（案）、

資料４－１、適切な管理を続けることが困難な土地の現状と課題、資料４－２、適切な管

理のあり方についての検討方針（案）、資料４－３、先行事例調査結果となります。 

 参考資料としましては、参考資料１、第２１回国土審議会と計画推進部会（第３回）の

議事要旨、参考資料２、稼げる国土専門委員会２０１８年とりまとめ（概要）、参考資料３、

住み続けられる国土専門委員会２０１８年とりまとめ（概要）、参考資料４、人口減少下の

持続可能な国土利用・管理ガイドライン骨子案、参考資料５、マンガでわかる！国土管理

～カンタとリコの訪問記案及び当委員会の委員名簿、設置要綱となります。 

 以上の資料について、不備がございましたら、会議中でも結構ですので、事務局までお

知らせください。 

 続きまして、本日、ドイツに駐在していらっしゃる瀬田先生には、ビデオ通話にてご参

加いただいております。また、広田委員につきましては、所用のため欠席とご連絡をいた

だいております。山野目委員につきましては、少し遅れてのご出席とご連絡をいただいて

おります。 
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 また、今の山野目先生を除いた８名、山野目先生が来られれば９名の委員にご出席いた

だく予定でございますが、国土管理専門委員会設置要綱の４に定められております、会議

の開催に必要な定足数３分の１を満たしておりますことを申し添えます。 

 続きまして、本日の出席者のご紹介につきましては、時間の都合もございますので、配

席図にてご紹介にかえさせていただきますけれども、今回の委員会から事務局の出席者に

変更がございましたので、変更のあった部分のみ配席図でご紹介させていただきます。 

 下線を引いてある部分でございますけれども、国土政策局長の麦島でございます。 

【国土政策局長】  麦島でございます。よろしくどうぞお願い申し上げます。 

【課長補佐】  政策統括官の山口でございます。 

【政策統括官】  山口でございます。どうぞよろしくお願いします。 

【課長補佐】  大臣官房審議官の佐竹でございます。 

【大臣官房審議官】  佐竹です。どうぞよろしくお願いいたします。 

【課長補佐】  大臣官房審議官の山西でございます。 

【大臣官房審議官】  山西でございます。よろしくお願いします。 

【課長補佐】  総務課長の木村でございます。 

【総務課長】  木村でございます。引き続きよろしくお願いいたします。 

【課長補佐】  総合計画課長の田中でございます。 

【総合計画課長】  田中でございます。よろしくお願いいたします。 

【課長補佐】  それでは、これ以降の議事運営は委員長にお願いしたいと思います。 

 なお、これより先につきましては、カメラによる撮影はご遠慮いただきますよう、よろ

しくお願いします。 

 それでは、中出委員長、よろしくお願いいたします。 

【中出委員長】  それでは、第９回目の国土管理専門委員会を始めさせていただきたい

と思います。一昨年、昨年と熱心にご議論いただいて、その中間成果をもとに今年度、最

終年ということで、最後を見据えていろいろな議論をしていきたいと思います。よろしく

お願いします。 

 それでは早速、議事に入らせていただきたいと思います。今日は、今年１年どういうこ

とをやるのかということ、全体とりまとめに向けての方向をご確認いただくということが

主だと思います。 

 最初に、議事（１）国土審議会・計画推進部会における国土管理専門委員会とりまとめ
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報告と今年度審議事項について、これについて事務局から説明をいただいた後、（２）適切

な管理を続けることが困難な土地について、それから、議事（３）その他と進めさせてい

ただきます。 

 議事（１）について、説明をお願いします。 

【国土管理企画室長】  事務局よりご説明いたします。国土管理企画室長の伊藤でござ

います。よろしくお願いします。 

 まず、資料２－１、冊子のもので、「２０１８年とりまとめ」でございまして、このとり

まとめの作成に当たりましては、委員の先生方から貴重なご意見を賜りました。この場を

おかりしまして、改めて御礼申し上げます。 

 資料２－１を、６月の国土審議会計画推進部会と国土審議会本審にとりまとめをご報告

いたしまして、委員からいただいた主なご意見を資料２－２にまとめてございます。当委

員会以外のとりまとめについての意見などにつきましては、議事全般について、参考資料

１がございますので、後ほどごらんいただければと思います。 

 当委員会に関係します主な意見といたしましては、資料２－２、特に赤い文字としてお

ります。 

 計画推進部会におきましては、１番、土地利用のメンテナンスコストを踏まえて、自然

の保護などについて整理していただきたい。 

 ３番でございます。自治体の規模による管理の効果の違いという観点も踏まえるべきで

ある。 

 ５番でございますが、使えない土地を放棄した場合の事象に着目すべきである。 

 ７番でございますが、基本は居住者が面倒を見る、国土管理はそのようなことであろう

から、そのような視点から、住み続けられる国土専門委員会の議論との連携が大事である

等のご意見を頂戴いたしました。この点につきましては、後ほど、議事（３）その他にお

きまして、住み続けられる国土専門委員会の事務局より、とりまとめ資料のご報告をいた

だきます。 

 次いで、国土審議会の本審でございますが、主な意見をご紹介いたします。 

 ２番、集落の終活を支援していく必要があるのではないか。 

 ４番でございますが、共通要素を抜き出して全国展開ができるように工夫してほしい。 

 ５番でございますが、粗放的管理の検討に当たっては、縦割りではない、横の連携の視

点が重要である。 
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 ６番でございますが、人口減少下で、自由に使える土地が増えることを生かした事例を

集めてほしい。 

 ７番でございますが、自然資本としての森林などの価値をもっと評価する必要がある。

里地里山の保全につなげてほしい。 

 １２番でございますが、管理困難な土地というものが今後、急変する国土の中で根本的

な問題である。財産権にかかる大きな問題であるといったご意見も頂戴いたしました。 

 続きまして、資料３をご説明いたします。資料３におきましては、国土管理専門委員会

における３年間の議論の全体像と、これから１年、議論の進め方についての見取り図とし

て作成しております。 

 国土形成計画・国土利用計画、平成２７年８月の閣議決定でございますが、その中で、

中段の右側にオレンジで示しております、「複合的な効果をもたらす施策」、「選択的な国土

利用」といった視点から、この専門委員会に付託されましたのが、人口減少下において持

続可能な国土の利用・管理に向けた提言を行うといったものでございますので、３年間を

通して、最終的な提言としましては、管理困難な土地も含めた形で、持続可能な国土利用・

管理に向けた提言ということでございます。 

 それぞれの１年ごとにどのような検討を行ってきたか、また、今後目指していくかとい

うものを、下半分のイメージ図でお示ししております。 

 まず、「２０１７年とりまとめ」におきましては、緑色の枠でございますが、国土利用計

画を市町村のマスタープランとして活用していただきまして、市町村レベルでの地域構造

の転換を図っていけるか、そのように活用してほしいといったものをまとめております。 

 「２０１８年とりまとめ」、明るいほうの青い枠でございますが、市町村・地区レベルの

取り組みにおきまして、地域の課題に向き合った住民の方、自治体の方が３段階のステッ

プで、自分たちの暮らしている地域について改めて考えてみる。それから、土地の使い方

を選択いたしまして、実現に向けて具体的な取り組みをスタートする。そういったものを

４０弱の取り組み事例と共通項、各地が共通して直面している課題と解決の方向というも

のを分類、整理いたしました。その際には、２０１７年の成果、国土利用計画の活用とい

ったものが、取り組みの継続性にも役立ってくるということを確認いたしました。 

 そして、今年度でございますが、詳細は後ほど、議事（２）でご説明いたしますが、適

切な管理を続けることが困難な土地、赤い破線で記しておりますが、こういった土地を対

象に、外部不経済を生じさせないための適切な管理のあり方を検討いたします。 
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 今後の進め方といたしましては、下にございますように、１０回から１２回、最後１３

回で、２０１９年のとりまとめと３カ年全体のとりまとめというふうに考えておりますが、

現在、第１０回目の会合といたしまして、１０月１８日を第１候補として、現場視察を含

めた地方の開催を調整しているところでございます。 

 最後、最終とりまとめといたしまして、３年間の議論を総括する形で、持続可能な国土

利用、計画、管理に向けました計画制度の活用や新たな施策の提言を行いたいと考えてお

ります。 

 そこで最後に、資料１にお戻りいただけますでしょうか。 

 今申し上げました、（１）のほうでございますが、今年度の審議事項と現地開催も含めた、

当専門委員会の進め方が適切かどうか。また、②でございますが、全体とりまとめに向け

て、３カ年の議論の全体像の捉え方は適切か。こういった点につきまして、まずご議論を

いただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、議事（１）国土審議会・計画推進部会における国土管理専門委員会とりまと

め報告と今年度審議事項について、ご議論をお願いしたいと思いますが、まずは瀬田先生、

何かご意見があればお願いしたいと思います。 

【瀬田委員】  このたびは、遠くから参加させていただきまして、大変ありがとうござ

います。 

 今、私がいるのはドイツのシュツットガルトというところで、シュツットガルトはずっ

と人口は増加しているんですが、ドイツが、全体としては人口が少し減少している地域が

多いので、それで、研究対象としてこちらに滞在する予定だったんですが、この数年非常

に人口が全体的に伸びているという状況です。 

 その理由として、移民がかなりたくさん入ってきていて、今回のこの委員会とも関係す

ると思うんですけれども、ドイツの場合は結構、国民が移民の受け入れを非常に、労働力

の補充という点で、結構自然に、人口が少なくなるから移民は受け入れるというふうに考

えている人が多いです。 

 もちろん、移民を拒否したりという人もいますが、現実的に、それでは経済社会が回ら

ないという意識を持っている人がやっぱり多いと思うんです。 

 そういう意味では、人口は当然減少していく前提で、議論をするのではないかと思うん
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ですけれども、大分、ドイツと日本で違いがあるなということも意識せざるを得ないよう

な状況です。 

 今回の資料を事前にお送りいただいて、少し拝見させていただきまして、基本的に、お

送りいただいたような形で進めていただければと思っています。 

外部不経済を生じさせない、資料３の真ん中のやや下ぐらいに、やや濃い青色で、「持続

可能な国土利用・管理に向けたステップ」とあると思います。この「管理を続けることが

困難な土地も存在」とあって、その下に、「外部不経済を生じさせないための適切な管理が

必要」とあって、外部不経済というのはどういうものかというのは、やっぱりきちんと   

深掘りをしないといけないのではないかと考えています。 

 外部不経済というのはどういうものかというのを、非常に具体的に把握しなければいけ

ないのではないかというのが、今年の委員会で、おそらく求められていることではないか

なと思います。 

 例えば、耕作放棄地の増加ですとか、あるいは森林の荒廃というのは、問題になるとい

うのは非常によくわかるんですが、では、具体的に現地でどういう問題として深刻に捉え

てきているのかというのを、やっぱり具体的に認識しないと、今、確かに問題と言ってい

るけれども、ほんとうに現地で真剣に取り組むべき問題なのだろうかというところは、や

っぱり疑問を持たれると思います。 

 だから、そこがリアリティーを持って、国もしっかり問題を具体的に取り組んでいくん

だというところを、この委員会がしっかり把握しておかなければいけないと思っています

ので、外部不経済というのは具体的にどういうことかというのを、現地調査も含めてしっ

かり捉えることが大事なのではないかと思います。 

 とりあえず、私の意見は以上です。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 外部不経済につきましては、議事（２）の適切な管理を続けることが困難な土地のとこ

ろで、今、瀬田委員からご指摘いただいたことの外部不経済とは何なのかということにつ

いて、資料を含めて事務局から提示がありますので、その時点で議論させていただければ

と思います。 

 それでは、ほかの委員の方で、何かご意見がございましたら承りたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

 はい、お願いします。 
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【中村委員】  意見というか、この審議会の委員の方々のコメントを読んでみて、最近

確かに、例えば人工林が放棄されたときどうなるかとか、それは、山地保全的にどういう

問題が起きるのかとか、生物多様性としてどんな問題が起きるのかとか、あとは農地につ

いても、稲作が放棄された場合にどうなのかとか、北海道なら牧草地はどうなのかとか、

さまざまな研究成果が出つつあるんですけど、この委員会できちんと植生遷移の終着点み

たいなものを議論できるほど、我々研究者側の知識は整っていないなという感じがします。 

 ましてや、それをどういう形で最終着地点に持っていくか。例えば、人工林を自然林に

戻すという議論になると、ほとんどやられていない技術なので、それに対して回答を描け

るか。特に今言った、予測と、あとは、技術的にそういうことができるのかといったこと

が課題になってくるんじゃないかなという感じがしました。 

 以上です。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 管理不能な土地の今後の手当てというところで、今年度、３回ぐらいかけて、その辺の

議論も踏まえたいと思いますが、森林や農地については、中村先生、あるいは広田先生、

土屋先生等々から、そちらのほうの議論のサジェスチョンをいただければと思いますが、

最初に中村先生のほうから、研究者の蓄積もあまりないと言われてしまうと、なかなかこ

れは、技術的な部分については、専門家、技術者も、学識者もあまり役に立たないという

ことだとすると、どちらかというと大枠を定めて、それに対して、研究者がそのためには

どうすればいいかというようなこともあり得るのかもしれないですね。 

【中村委員】  はい。それと、ある程度エキスパートオピニオン的な対応で、委員の先

生方が議論していけば、ある程度の着地点は見られるのかもしれないんですけど、フォロ

ーアップ的にこういう審議会の後に、どういう調査なり政策を進めていけばいいかという、

課題抽出型の結論で、それをまた続けていくといったような議論もあり得るのかなと思い

ました。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

 はい、お願いします。 

【大原委員】  大原です。 

 資料２－１の昨年度のとりまとめの報告書の活用についてですが、この報告書の冒頭を

拝見しますと、このとりまとめは、地域で悩んでいる住民とか行政担当者を主な対象とし

て想定しているというふうに書いてあります。これは、報告書として、この委員会のホー



 -8-

ムページのどこかにリンクされたりするんだと思うんですけど、それだと住民とか、市町

村の行政担当者の人はほとんど見ないと思います。当初の趣旨からいうと、実際に悩んで

いる人の手助けになるようなとりまとめとして作成しており、詳細な事例集も作っている

ので、本当に悩んでいる人の手元にこれがきちんと届くようなフォローアップをやってい

ただけるとありがたいなと思っています。 

 具体的には、例えば全国知事会、全国市長会、全国町村会、などのような自治体関連団

体に紹介するなど、地域レベルの人が目にする機会があると、取りまとめた意義もあるか

なと思っている次第です。 

 今年度のまとめの方針については、私は賛同いたします。以上です。 

【中出委員長】  事務局、何かありますか。 

【国土管理企画室長】  大原委員おっしゃるとおりでございまして、先ほどごらんいた

だきました２－１を１枚めくっていただいたところの下のほうに、残された課題としまし

て、まず、「２０１８年とりまとめ」に書かれているような内容をわかりやすく情報提供し

て、説明会などを開催していかなければならないと、私どもも強く認識しております。 

 そこで、既にガイドラインという形で動き出しておりまして、本日、情報提供といたし

まして、参考資料４のほうを後ほどご紹介させていただきます。それから、新しい形のＰ

Ｒも、後ほどごらんいただきますが、「マンガでわかる」といったような形、それから、説

明会につきましても、今、順次開催しているところでございまして、私どもも普及啓発に

はしっかりと努めてまいりたいと考えております。 

【中出委員長】  どうもありがとうございます。 

 よろしいでしょうか。ほか、いかがでしょうか。 

 浅見先生、どうぞ。 

【浅見委員】  適切な管理が困難な土地の管理のあり方は非常に重要な課題なので、ぜ

ひこれは進めるべきだと私は思います。 

 ただ、我々、適切な管理というのをどういうふうに捉えるかというのは非常に重要で、

例えば、外見が荒れているから適切ではないとは限らないと思います。というのは、社会

全体から見ると、かえって管理することが余計、社会に負担を大きくするという場合には、

場合によっては、若干荒れているように見えても、それを放置したほうがいいということ

もあり得なくはないわけですね。 

 そういう意味で言うと、適切な管理というのが何なのかというのを、見た印象で決めち
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ゃうと非常に危ないと思いますので、まず、それをちゃんと定義してから議論したほうが

いいかなと思います。 

 例えば現地へ入ったときに、やっぱり我々、見た印象が強いので、何となくそれに引き

ずられたり、あるいは、実際に現地におられる方のお言葉を聞くと、そういう気分になっ

てしまうんですけれども、もう少し冷静に考えたときに、適切な管理が何かということを

再定義してから取りかからないと、議論がやや散漫になってしまうかなということで、ち

ょっとそこだけ、ぜひ最初のほうに議論していただければと考えております。 

【中出委員長】  今回、枠組みの議論をした後に、今、浅見先生からご指摘をいただい

た適切な管理とはという話、それから、瀬田先生からの外部不経済とはというあたりを、

次回までに事務局からたたき台を出してもらって、それをもとに、次回現地へ行くときは、

今、浅見さんが言われたように、見た目に引きずられちゃうかもしれないけれども、その

部分を、バイアスがかからないようにしてちゃんと議論していくというような形で、次回

以降、進めさせていただければと思っております。ありがとうございました。 

 どうぞ。 

【土屋委員】  土屋です。 

 １年目と２年目にやったのは比較的、短期から中期的に考えられることだったと思うん

ですね。国土利用計画をどうつくるか、それから、今まさに、地域をどうやっていったら

いいか。 

 ところが今回の、適切な管理が困難な土地の管理のあり方といった場合に、適切な管理

というのがどの時点で適切なのかというのが、これはかなり議論しなくてはいけないので

はないか。つまり、長期的なところで考えるのか、かなり短期的に考えるのかによって、

大分違ってくると思うんですね。 

 例えば森林で言えば、１００年たってしまえば、どんなに放棄しようがどうしようが、

おそらく、最終的な極相に行くかどうかは別にして、何らかの形で森林に戻って、あまり

問題ないだろう。でも、その間の途中のところではいろいろな問題が起きていくわけで、

そうすると、それをある程度定めておかないと、議論がよくわからなくなってしまう可能

性があるなと思っております。 

【中出委員長】  ありがとうございました。 

 その辺のところ、時間軸のことを考えて、少なくとも一般の国民がぱっと理解できるの

は３年、５年ぐらい、計画のスパンによって違うと思いますけど、都市計画だと５年が短
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期だけど、国土利用計画だと１０年が短期ぐらいで、大分違うと思いますけど、短期、中

期、長期も含めて、短期的にぐあいが悪いまま、長期ならいいというのもまずいし、短期

的にパッチを当てると、長期的に最後、ツケを残すというのもまずいし、そのあたりのと

ころをどう考えるかというような議論も、今年度させていただければと思います。 

 今年度の進め方で、特にほかにご意見ございますか。よろしいでしょうか。 

 私、一言だけ申し上げておきますと、資料２－２で、計画推進部会は私も参加させてい

ただいたんですが、ここに幾つか委員の発言がありますが、おおむね我々がこの委員会で

議論していることと違った認識で議論がされていたわけではなくて、短い時間で説明をし

ているので、それに対して、理解が不十分だった部分もあって、こういう視点も言われて

いる部分もあるけれども、基本的には、我々がこれまで議論してきたことについては、そ

れをぜひ進めてほしい、あるいは今後管理できない土地をどうするのということを考えて

ほしいというのは、まさに今年度のタスクとして我々は想定していたわけですので、計画

推進部会、それから、国土審議会でのご意見も、我々の議論している内容に対して、そう

じゃないのではないかという意見ではなかったと考えております。 

 そういう意味で、事務局がつくってくれた資料３の枠組みでおおむね進めて、３年目の

着地点を考え、その中の一つの重要なパーツ、特に、今、土屋先生が言われたように、１

年目は短期、中期だから、ある程度見通しが立つし、方向性というか、方法も手段も考え

られるけど、長期的な問題を含む今年度の議論については、骨太ではあるけれども実現で

きないようなものでも困るしというところで議論していくのと、それから、先ほど中村先

生から、そういう意味では、課題抽出型で投げかけておいて、これは３年間のタスクです

けど、もうちょっと後まで議論しなければいけない部分もあるということを、ちゃんと整

理しておくことが必要なのかなと私は思っております。 

 では、よろしければ、今年度全体としては、事務局が提示していただいているものでい

かせていただくということで、特に資料１の前半の（１）で、専門委員会の進め方、ある

いは全体像の捉え方ということについては、おおむねこれで進めさせていただくというこ

とでよろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。それでは、そのようにさせていただくとして、続きまし

て、議事（２）に進ませていただきたいと思います。 

 議事（２）が今年度、中心になって議論する内容である適切な管理を続けることが困難

な土地についてに移らせていただきたいと思います。事務局から資料４－１、４－２、４
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－３を説明いただいて、その後、また論点の資料１の説明をお願いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

【国土管理企画室長】  ご説明いたします。 

 まず、資料４－１でございますが、「適切な管理を続けることが困難な土地の現状と課題」

ということで、過去に委員会に提出いたしました資料を中心に、振り返りのようにまとめ

ておりますので、手短にご紹介させていただきます。 

 左上の部分にページの番号がございまして、まず、２ページをごらんいただきますと、

２０５０年の我が国の国土の姿といたしまして、１キロメッシュの推計でございます。右

上のグラフに、人口半減以上というものが現在の居住地域の６割以上、そのうち約２割が

無居住化ということで予測がされております。右下では、人口規模が小さい市町村ほど減

少率が高くなっているという傾向を見てとれます。 

 次の３ページでございますが、国土管理上の課題といたしまして、まず、宅地の関係で

ございますが、空き地の増加ということで、地方圏での空き地の割合が高く、また、増加

率も同様の傾向が見てとれます。 

 続きまして、４ページは、同じく宅地の課題でありますが、空き家の増加でございます。

空き家については一貫して増加の傾向にありまして、特に甲信地方、四国地方で空き家率

が高くなっております。 

 ５ページにおきましては、農地・森林、土地の放置による国土の荒廃というものを紹介

しております。荒廃農地や必要な施業が行われない森林などが長期にわたり放置されます

ことで、写真右側にございますように、土壌侵食などによる治山・治水上の問題、農作物・

林産物に被害が生ずる経済上の問題、また、景観・生態系に係る問題、こういった多岐に

わたる問題が懸念されるところでございます。 

 次の６ページにおきましては、今、申し上げたうちの特に鳥獣害の被害について、デー

タをお示ししております。長期的な傾向で見まして、ニホンジカ、イノシシなどの個体数

が増えていると推計されております。 

 次の７ページでございますが、昨年１１月、１２月に国土交通省が実施いたしました、

市区町村対象のアンケート調査の結果でございまして、適切な管理がなされていない土地

から生ずる外部不経済について、お尋ねしたものでございます。事象としまして、自由回

答で上げていただいたものでは、数多く共通の外部不経済と思われる事例が挙げられてお

りますが、そのほか、主な気づきといたしましては、右側のグラフをごらんいただきます
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と、特に不利益はないという回答も２～３割ございました。上のほうのグラフの、「不利益

は生じていない」、青いところでございます。もう一つ、今度は下のほうのグラフでござい

ますが、２～４割の市町村で、具体的な不利益も含めて現状を把握し切れていないという

実態がございます。 

 次に、最後の８ページでございますが、現状と課題のまとめといたしまして、２０５０

年には無居住化が進み、適切な管理がされていない土地が加速度的に増加するおそれがあ

る。かつ、そのような管理がなされていない土地におきましては、さまざまな外部不経済

の発生が予見されます。一方、今、申し上げた市町村のアンケート結果によれば、現状を

把握し切れていない市町村というものが一定の割合ございますので、その地区に精通した

方々への詳細な調査が求められていると考えられます。ここで、後ほどご紹介しますよう

に、こういった適切な管理がされていない、利活用が困難な土地が存在する集落、また、

そこから発生する外部不経済というもののあり方を詳細に調査しなければならないという

ことが考えられます。 

 続きまして、４－２のご説明でございます。 

 １枚おめくりいただきまして、左上のページの２ページでございますが、まず、対象と

なる土地につきましては、国土利用計画上の地目別区分を準用いたしまして、宅地、農地、

森林、その他と区分したいと考えております。その他につきましては、国土利用計画上の

原野等、水面・河川・水路、道路等を想定しております。 

 続いて、対象となるエリアでございますが、適切な管理がされておらず、利活用が困難

な土地、スライド５と申しますのは、領域③に該当するというところでございますが、後

ほどご説明いたします。このような集落を対象といたしまして、ここに上げておりますが、

平野部、山間部、沿岸部、こういった地域の特性に応じた区分ごとに対象を選んで、幅広

い集落のあり方を捉えまして、調査の対象を検討していきたいと考えております。また、

無住化の集落というものも対象にして、人が去った後にどのような状況になっているのか

といった点について、調査を行ってまいりたいと考えております。 

 米印の注にございますが、土地需要が見込まれる、まだ活用が可能な土地といったもの、

具体的には既成都市区域やその隣接都市などの土地につきましては、ここでの議論の対象

にはしないこととさせていただきたいと思います。 

 続いて、３ページでございます。検討フローでございますが、事例の調査におきまして

は、２つの視点、まず、外部不経済が詳細にどのようなものであるか、それぞれの外部不



 -13-

経済ごとに影響の深刻度、範囲の大きさを調査してまいりたいと思います。第２の視点と

しまして、こうした外部不経済が生じているものに対して、軽減・防止を目的に、管理の

あり方をどのように工夫しているかといった点を調査してまいりたいと思います。 

 それから、実際の事例の調査を行いましても、自治体や地域の住民の方々では正確には

把握しにくい、広域的な影響を与える外部不経済というものも考えられます。例えば水田

涵養の機能ですとか防災上の危険性、ＣＯ２の吸収機能、こういったものなどにつきまし

ては、文献の調査で補完してまいりたいと考えております。これらをもって、管理のあり

方を総合的に検討するといったものでございます。 

 続きまして、４ページでございますが、事例調査の方針でございます。先ほど申し上げ

ましたように、さまざまな形の集落を、地形の特性、平野部、山間部、沿岸部と偏りが出

ないように選定してまいりたいと考えておりますが、どういったものを捉えていくかとい

うところで、私ども、この２つの切り口から、集落の人口密度と人口減少率を掛け合わせ

ることで、過疎の進行度の違いといった点から、さまざまなタイプの集落が拾えるのでは

ないかと考えました。当初は自治体の人口規模というものも検討したのですが、平成の合

併後の広域自治体では、実情からはあまり適当とは言えないのではないかということで、

このような整理を行いました。 

 集落とここで申しておりますのは、国勢調査における小地域（大字・町）の単位でござ

います。これをカウントしましたら、全国で約１０万の小地域がございました。人口密度

につきましては、集落全体の面積ではなく、森林などの無居住地域を除いた面積を分母と

して計算していきたいと考えております。 

 続きまして、５ページでございます。調査の対象と考える土地、適切な管理を続けるこ

とが困難な土地でございますが、こちらの下半分のイメージは、「２０１８年とりまとめ」

の中から転載しております。「２０１８年とりまとめ」の中で、土地利用の収支とその持続

可能性という観点から、ごらんのグラフにありますように、収入とコストで領域を分けた

議論を行っていただきました。その中で、今回、対象と考えますのは、収益性が極めて低

く、持続が不可能、困難な領域③の管理のあり方を検討することを考えております。 

 続きまして、６ページでございますが、管理水準のあり方についての全体のイメージで

ございます。ここで私どもが概念図で考えておりますのは、外部不経済の深刻さとその外

部不経済の及ぶ範囲の大きさというものを縦横にとりますと、管理水準の高い、低いとい

うものが導けるのではないかといった作業上の仮説でございます。これに基づいて作成い



 -14-

たしました。 

 どのような外部不経済で水準を見ていくかと申しますと、赤い文字で右側にございます

ように、外部不経済が深刻な影響を及ぼす。下に注釈がございますが、命の危険を伴う場

合や生活や生業、なりわいの継続が困難になるような場合、自然環境、文化遺産などへの

不可逆的な影響が発生する場合といったような深刻な場合には、その土地を高水準、しっ

かりと管理していかなければならないということでございます。 

 そこまでは行かないけれども、無視できないような影響を及ぼすという場合には、水準

Ｂ、粗放的な管理。さらに、外部不経済が無視できるようなレベルの場合でありましたら、

ゼロ水準としまして、自然に委ねる管理といったものも選択肢として提示していきたいと

考えております。 

 この管理水準のレベルは、現実にはっきりと分けられるものではないと考えておりまし

て、横に破線としておりますのも、そういった意味もございます。ただ、地域の判断、実

際の運用を助ける何らかの目安というものは、考え方を示していきたいと考えております。

また、この図には今、正面からは反映できておりませんが、管理の際には管理コストとい

うものも非常に重要な要素と考えておりますので、さまざまな調査の結果なども反映して、

充実させていきたいと考えております。 

 続きまして、７ページでございます。先ほど申しました管理水準のあり方とは別に、公

的主体の関与のあり方も、同じようなマトリックスからあらわれてくるのではないかとい

った仮説に基づいて、この概念図をつくっております。 

 外部不経済が非常に深刻で、広域にわたる影響を及ぼすということでありましたら、や

はり公的主体の関与は求められてくるのであろう。それとは反対に、外部不経済は無視で

きないけれども、隣地、集落内でおさまるような場合には、公的主体の関与というものは

小さくなるのであろうといった意味合いがございます。中間のあたりでは、公と民を厳密

に分けられるものでもございませんので、例えば、公共の支援を受けて民間が取り組むと

いったようなものも、真ん中のあたりではあろうかと思われます。 

 この２つの概念図を重ね合わせましたのが、次の８ページでございます。重ね合わせれ

ば概念図がこのようなものになるわけですが、ここで、少し先取りですが、次の９ページ

をごらんいただきますと、活用のイメージというものを記しております。管理が困難な土

地といった問題に直面している地域の住民や市町村、自治体の方々、この概念図を用いて

いただきまして、外部不経済の深刻度や影響範囲といったものを場合分けしていただきま
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して、管理のあり方について地域で考える、選択するといった場合のツールにして活用し

ていただくことを目指しております。 

 実際、この表をどう具体の調査で生かしていくかということを、次の私どもが先行的に

調査を行いました事例をもってご紹介させていただきたいと思います。資料４－３でござ

います。 

 なお、４－３をご紹介するに当たりまして、現段階では、自治体側から自治体名の匿名

を希望されておりますので、私どもそのような扱いとしております。また、Ａ市、Ｂ市と

ございますが、Ａ市におきましては、写真についても公表資料には含めないでもらいたい

という希望がございましたので、そのような扱いとさせていただきます。委員の皆様のテ

ーブルのみＡ市の写真がございますが、その写真の中身につきましては、後ほどページ３

で、考えられるヒアリングの概要というものを紹介しております。 

 Ａ市とＢ市、２市の協力を得まして、ヒアリングを実施したわけでございますが、Ａ市

におきましては、中山間地の観光地集落、それから、沿岸部の漁港集落、回答いただきま

したのは、Ａ集落在住の市役所職員、Ｂ集落の状況を把握している市役所職員の方々でご

ざいます。もう一つ、Ｂ市でございますが、ヒアリングの実施集落は中山間地の農業集落

でございまして、回答いただきましたのは、元市役所職員、在住の農家の方でございます。 

 事例の調査結果でございますが、まず、Ａ市、主に（宅地）、（農地・森林）とございま

すが、お手元の別冊、資料４－３をごらんいただきますと、どういった写真からこのよう

な印象を受けているのかということがおわかりになろうかと思います。 

 まず、（宅地）の部分でございますが、観光地に存在する廃旅館。景観の悪化に伴う観光

への影響が甚大である。また、倒壊のおそれ、人的被害のリスクが極めて大きいといった

ものでございます。それから、Ｂ集落の住居につきましては、一般集落内に著しく崩れか

けている廃屋でございまして、ごみの投棄など生活環境の悪化、また、周辺住民への建物

倒壊による人的被害リスクも大きいということでございます。もう一つの廃屋でございま

すが、海岸沿いのレストランが経営悪化、観光への影響はあるものの、周辺には住宅がな

く、観光客が歩くような場所でもないため、人的被害リスクは小さいといったものでござ

います。 

 それから、（農地・森林）に移りまして、竹に侵食された雑木林というもので、景観の悪

化に伴う観光への影響が甚大。また、竹のせいと言われている獣害が増加しておりまして、

住民への人的被害リスクや農作物被害も増加しているということでございます。それから、
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住宅に隣接する荒廃農地につきましては、住民への直接の大きな悪影響は見受けられませ

んが、周辺農地、農業を営まれる方への影響の把握が必要だということを改めて認識いた

しました。 

 続きまして、Ｂ市の事例でございます。これは、１面めくっていただきますと４ページ

に、Ｂ市での調査の概要、写真がございます。 

 写真１は、数十年前まで斜面一面が農地でありましたが、放置される際に、一部の農地

では杉が植林されまして、一部の農地ではそのまま放置された。その結果、杉林と雑木林

がモザイク状に分布している状況でございます。 

 写真２－１と２－２につきましては、同じ場所を捉えたものでございますが、昭和５０

年ごろまできれいな棚田の風景が維持されておりましたが、約４０年が経過いたしまして、

そのまま放置されたということで、棚田の場所が完全に樹林化しております。鳥獣害増加

の要因となっている可能性もございますが、鳥獣害対策のためだけに管理するのはコスト

に見合わないと考えられております。 

 写真３につきましては、棚田百選にも入る棚田でございましたが、多くの農地が、まだ

必死に維持はされておりますが、周辺から自然に返りつつある、まさに進行中の状況でご

ざいます。 

 こうした現地のヒアリング調査を踏まえまして、次の５ページから７ページにわたりま

して（宅地）、（農地）、（森林）と、先ほど紹介いたしました外部不経済の深刻さと外部不

経済の及ぶ範囲というものを、現地調査での気づきから埋めていったものになります。 

 特に深刻な影響を及ぼすもの、（宅地）におきましては、人的被害リスクが大きいような

空き家、廃屋のものですとか、また、観光地としてみずから位置づけているところでの廃

屋の存在、観光面で非常に深刻な影響があるということでございました。それに加えまし

て、白い箱の中に書かれておりますが、地域住民の目線だけでは気づかないような外部不

経済につきましても、追加の調査、また、文献での調査で拡充の予定でございます。ここ

に上げておりますような人命、生活、生業、観光、景観、歴史、文化的価値などへの影響、

その他の外部不経済を広く捉えていきたいと考えております。 

 次の（農地）につきましては、先ほどのヒアリングの中では特に反映しておりませんが、

（森林）の関係で、森林の荒廃による災害リスクの増加ですとか、けものの出現に伴う交

通事故、景観の悪化の観光面への深刻な影響といったものを、深刻な影響として上げてお

ります。 
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 このような形での調査、先ほどの資料４－２にお戻りいただきまして、４ページにござ

いますような調査の方針によりまして、２０から３０の集落を選定いたしまして、調査を

進めてまいりたいと考えております。 

 そこで、最後、資料４－２の９ページでございます。２０１９年とりまとめの最後のイ

メージでございますが、目指すものを２つの柱で考えております。 

 まず、外部不経済の影響の深刻さと影響の範囲に応じた、これを整理いたしまして、そ

れに応じた管理のあり方を提案してまいりたいと考えております。そのようにいたします

ことで、先ほどの概念図、先生方のご知見をいただき、さらに発展させたものと、こうい

ったものと合わせまして、管理が困難な土地に直面する、地域で議論する際の手助けとな

るような素材を提供していきたいと考えております。また、その地域が選択した管理の方

法、管理の水準というものにつきまして、継続的な推進というものが期待されますので、

国土利用計画などを活用いたしました計画的な対応といったものを促していきたいと考え

ております。 

 第２の柱としましては、適切な管理が困難な土地への支援のあり方につきまして、新た

な施策の提言といったものも念頭に、この議論を進めていただければと考えております。 

 最後になりますが、資料１にお戻りいただけますでしょうか。１枚の「本日御議論いた

だきたいポイント」というものでございます。 

 資料４－１から４－３までの関連でございますが、議論の対象範囲（地目、対象エリア

等）が適切かどうか。また、２番目としまして、事例調査の方針（調査対象地域分類、調

査数、調査内容）、こういったものが適切かどうか。３番目でございますが、外部不経済の

影響の深刻さと範囲の大きさについて整理する、こういった方針が適切かどうか。これら

の点につきまして、ご議論いただきたいと思います。 

 事務局からは以上でございます。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、議事（２）についてご議論いただきたいと思いますが、最後に事務局から説

明をいただいた資料１の２の議論いただきたいポイントを踏まえて質疑をしていただけれ

ばと思います。 

 先ほどと同じように、まずは瀬田先生のほうからコメントをいただければと思います。 

【瀬田委員】  ありがとうございます。 

 まず、資料４－２の４ページをごらんください。調査の対象となる地域について書かれ
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ていて、密度ですとか減少率というのは非常に大事な指標だと思います。ただ、地域の性

質みたいなものもある程度考慮に入れて、集落を選択したほうがいいのかなと考えていま

す。例えば宅地でしたら、同じような密度であっても、昔からの集落がだんだん荒廃して

いくところと開発団地が歯抜けになって放置されていくようなところでは大分、種々の条

件ですとか対策が違ってくるんじゃないかと思います。 

 農地や森林というのは、これはほかの先生のほうがご専門かもしれませんが、例えば交

通アクセス、主に道路などによるアクセスがどれぐらいできているのか。あとは、傾斜な

どはかなり影響があるんじゃないかと考えていますので、そういったものも入れたほうが

いいのかなという印象を持ちました。 

 以上が１点で、もう１点は、もう既に大分ご検討されている外部不経済の点ですけど、

これは多分、事務局の方も既にお考えになって、資料の４－３などもおつくりになってい

るのではないかと思いますが、今回の委員会で検討されて、それを踏まえて計画をつくっ

たり、あるいは、各地域で対応するということになるときに、各地域がそれぞれの問題に

対してどれだけ深刻に考えているかというところが非常に大事だと思います。ですから、

そこの視点を重視しながら調査を行っていただけると非常にいいのではないかと思います。 

 例えば、資料４－３の５ページ目に、宅地について、外部不経済の深刻度と影響範囲と

いうのがあって、例えば景観というのは非常に大きな問題ではあるんだけれども、現地で

どういうふうな受けとめ方をされているかというと、観光地での受けとめと一般のところ

では大分違うとか、あるいは一般の場所でも、地域によって受けとめ方が違うというのは

あると思うので、その辺を、実際どう考えられるかを調査しておくべきだと思います。 

 調査も、それほどたくさんの事例を取り上げると難しいかと思うので、なかなか網羅的

にはならないかと思うんですけれども、できる範囲で、外部不経済というのはそれぞれ種

類によって、どういうふうな受けとめ方を地域でされているかというのをしっかり調査す

るというのは、非常に今回大事なのかなと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 特に資料４－２の４ページ目の事例調査の方針のところで、適切というのは、数と場所

の問題なども含めて、調査対象を選定することについてサジェスチョンをいただいたと思

いますが、まだ事務局にも方法を考えてもらわなければいけないところはあると思います

けど、先ほど瀬田さんが言われていた、傾斜度とかそういうのは国土数値情報として当然
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データがありますし、それから、アクセスについても全部データはあるから、今から整理

するんじゃなくて、国土数値情報のようにすでにあるデータの中から、大網をかけて候補

を挙げて、その中で、ここの委員の方、特に農地、あるいは森林にお詳しい先生方に、こ

のような形で選ぼうと思っているんだけど、それでいいだろうかというところを、実際に

調査をかける前にもう一度アドバイスをいただいて、今、４ページ目に書いてあるのは、

平野部、山間部、沿岸部ごとにこういう表をつくって、偏りがないかどうかというのは、

偏りが若干出てもしようがない部分もあるかもしれないけれども、少なくとも我々が議論

するのは国土の管理なので、国土をある程度網羅的に見られるかどうかというところだと

思うので、そこらあたりについて、今、瀬田さんからいただいたところも含めてというの

と、それから、景観のところを例で言われましたけど、住んでいる人と外から見るときを

どう考えるのかというところは、今日も含めて議論しなければいけない部分かなと思いま

すが、ありがとうございました。 

 それでは、この後は、委員の方に一通りお話をいただいて、時間が余れば２周目に回っ

ていきたいと思いますので、どなたからでもご意見をいただければと思いますが、いかが

でしょうか。 

 どうぞ。お願いします。 

【土屋委員】  我々も使いやすいので使っている言葉なんですが、具体的には、例えば

４－２の６ページの「管理水準のあり方」のところで、管理の水準というのが出ています。

そこで、ちょっと待てよと思ってしまったんですが、管理というのは、この場合は一体何

なのか。つまり、水準というのであるならば、何らかの管理のやり方があって、それが高

い、低いとなるんでしょうから、そうするとこれは一体何なのかというのを、ご説明を聞

きながら考えていたら、なかなかこれは難しいなと思いました。 

 例えば、農地の管理、森林の管理、水路の管理というのは、それぞれ言えます。しかし、

この場合はそれを全部包括したものなので、どういう基準なのかというのがすごく悩まし

いなというのが１点。 

 多分、もう発言の順番が回ってこないでしょうから、大分レベルは違うんですけれども、

もう一つ。地域の管理を考えるときに、いろいろな数値情報はあると思うんですけれども、

我々がよく使う概念で、社会関係資本というものがあって、つまり、同じような規模、同

じような条件の集落であっても、いわゆる集落のまとまりとか、そういったものがあるか

ないかによって、非常に管理水準が違うという話はよく出てきますね。 
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 例えば、防鹿柵、電気柵をつくるんだけれども、電気柵の管理は、一方のところではし

っかりやって、草刈りもやっているところが、もう片方は全然それがうまくいかないなん

ていうのは、いわゆる数値情報では違いが出てこないんだけれども、社会関係資本の違い

が、かなり決定的な影響を与えていると思うんですが、ただ、社会関係資本というのは実

は数値化しようと思うと難しい。農業センサスには一応、集落ごとの、寄り合いの頻度と

かそういうものが出ていたと思うんですけれども、それらをどう使うのかが難しいのです

けれど、論点としてはあり得ると思いました。 

 以上です。 

【中出委員長】  ありがとうございました。 

 そうですね。ちょっと管理という言葉、管理の定義というのは、厳密にするかどうかは

別としても、管理という言葉をある程度定義づけないと、その水準も決められないという

ことと、それから、社会関係資本という言葉を言われましたけれども、１，２年目の事例

で来ていただいたところは、そういう意味では、関係があるところで、リーダーがいると

ころがほとんどだったので、今回、そうでない、どちらかというと後ろ向きのこともあり

得るので、そこらあたりも含めて、選ぶときには考えてもらえればと思いますが。 

 ただ、ざっと見る国土数値情報のようなマクロの指標では、それはとれないでしょうか

ら、今言われた農業センサス等も、絡められるのなら少し見てみるとしても、それで選ん

だときに、また、土屋先生なり、広田先生なり、中村先生等に見ていただいて、それじゃ

だめだろうというなら、もう一遍考え直すということにさせていただければと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。 

 では、浅見先生、どうぞ。 

【浅見委員】  先ほど、適切な管理を定義しなければいけないと申し上げたんですけれ

ども、実はこれが非常に不明瞭なまま、この資料がつくられているような気がいたします。 

 まず、４－２の４ページに、調査対象ということで、「適切な管理がされておらず、かつ

その利活用が困難な土地」と書いてあって、括弧して、（スライド５の領域③に該当する）

と書いてあるんですね。まず、ここを教えていただきたいんですけれども、適切な管理が

されておらず、かつその利活用が困難な土地とスライド５の領域③がイコールなのか、そ

れとも、その利活用が困難な土地というのが領域③に該当するのか、どっちの意味なんで

しょうか。 

【中出委員長】  事務局、お答えいただけますか。 
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【国土管理企画室長】  利活用の面で、領域③というものを考えております。と申しま

すのは、領域①、②、③を分けたときの考え方が、土地利用の収支とその持続可能性とい

うものでございますので、利活用のほうで領域③を考えております。 

【浅見委員】  ということは、利活用というのは、これは個人のほうの収入とコストの

関係で決まるということで、管理というのは、むしろ社会的な便益とその費用みたいなも

のから決まると考えればよろしいでしょうか。 

【国土管理企画室長】  管理がされないことによる外部不経済ということに着目いたし

ますので、そういった意味も含めて、社会的なものが管理からもたらされると思います。 

【浅見委員】  さらに申し上げますと、管理は、社会的な便益だとか費用を考えるとき

に、その所有者の部分を除いたのか、除いていないのかがわからなかったんですね。本来、

私は入れなければいけないと思っているんですけれども、入れた形で管理ということを考

えなければいけなくて、その場合に、適切な管理がされておらずというのは、結局、社会

的に、外部不経済はもちろん発生するんですが、その外部不経済を発生させないようにす

るための費用というのが高ければ、やっぱり発生してもしようがないわけですよね。 

 ということを考えると、単純に外部不経済の深刻度の度合いだけで決まらないと思うん

ですよね。そのあたり、今、明確でないので、それで非常にわかりにくい資料になってい

るような気がするので、それはぜひ、わかりやすいように概念整理したらいいのではない

かなと思います。 

 以上です。 

【中出委員長】  ありがとうございました。 

 少なくとも４ページ目の米印の１つ目にあるように、適切な管理がされていないけれど

も、土地需要が見込まれる活用が可能な土地というのは、所有者がどう考えようが、所有

者がかわれば使える土地になる可能性があるから、こういうところは除くということで、

比較的、都市の内部あるいはその近郊の部分の土地については、まだ利用可能だろうから、

そこは除くという意味で、ここは所有者の問題を排除しているんですよね。 

 それ以外のところについては、所有者がいても、その所有者が意思決定もできない可能

性があったり、要するに本来、放棄をしたいと言っているような土地があったときにどう

するのかということもあるので、そのあたりのところは、今、浅見先生が言われたように、

所有者のことを考える、考えないというところも、そこにも入ってきて、なおかつ、特に

地方の中山間地だと、相続をしたとしても、それを維持し続ける意思のない人、あるいは、
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相続を放棄するかもしれないような人が大量に出てきたときにどうするんだということも

含めていかなければいけないとすると、今、浅見先生の言われたことも含めて、５枚目の

収入とコストの部分というのは、去年、「小さな利益」の議論をするときに少し使ったもの

をそのまま、ある程度使っているところもありますし、それから、もう一個の資料の外部

不経済との関係の、公的なものがどこまで関与するかというところについても、今言われ

たようなところの社会的便益のこととか、所有者のことをどうするのかというのは、もう

少し整理した上で、もう一度提示させてもらえればと思います。 

 それでよろしいでしょうか。 

【浅見委員】  はい。 

【中出委員長】  地方では、へんてこなことが起きているというのも事実で、過疎地域

という言葉がもはや存在しないぐらいに、そこらじゅう過疎になって、過疎法と関係なく

ても過疎に近いところではいっぱい起きているので、どうやって２０集落から３０集落を

選ぶのかというのも、悩ましいと思っているんですけれども、事務局、何かありますか。

お願いします。 

【国土政策局長】  今の浅見先生のご指摘を聞きながら考えますと、４のところの１個

目のアスタリスクの、必ずしも利活用が困難な土地というのを一緒に入れているのがいい

かどうかということで、基本的に私なんかの感覚でいくと、管理を行われないことによる

外部不経済がどういうもので、誰に対してどういう影響を与えているかというのが出発点

かなと。それが誰の責任で生じているのかという意味で、まずは所有者も含めて、イメー

ジしないといけないと思うんですが、その上で、誰の責任で、どういう役割分担でそれを

解決していくかといったときに、それぞれにコストなりと、それから、外部不経済を克服

しなければいけない等々とのバランスを議論しないといけないと思っていますので、その

辺も含めまして、委員長のご指摘もございますので、もう一度整理を、我々自身もチャレ

ンジをいたしたいと思います。 

【中出委員長】  ありがとうございます。 

 多分、２年目に議論したときの１つ目が人や主体、２つ目が土地で、３つ目が仕組み、

その３つで何とか、ベストではないけど、グッドプラクティスを今後広めていこうといっ

たところとの兼ね合いで、やっぱり人といったときに、実は去年の事例では、個人ではな

い、ある種の組織的なものがあって、個人の土地も含めてですけれども、ある地域の中で

どうやっていくかといったときには、あまり所有者の概念は入っていなかったので、そこ
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も含めて整理し直した上でということもあるのかもしれないんですけど、ただ、そうなる

と、集落で長男が家を継いで、ずっとそこに残っていろという極端な議論になるのが嫌だ

から、ちょっとそこは、私が集落の中に住んでいるものですから。 

 事務局、少し整理してもらえますか。 

【国土政策局長】  はい。 

【中出委員長】  中村先生お願いします。もしよければ、その辺も含めて。 

【中村委員】  今の話は、特に公的主体の関与大という、このラインがあるので、例え

ば、水源税のときも随分各地で議論されました。森林環境税という名前がついていたりす

るかもしれませんが、各都道府県で相当な数の税金が投入されました。いわゆるきちんと

管理していない、間伐をしていない個人所有者に対して、税金を使って補助をする。私的

な問題だけじゃなくて公的な問題、例えば水源涵養とか、土砂防備だとか、そういった問

題にかかわるから税金を投入することに対して、皆さん年間５００円とか１,０００円を渡

す仕組みです。 

 ただ、そのときやっぱりどこかに、きちんと管理していない人を公的なお金でカバーす

るのはどういうことなんだろうかという議論もあったと思いますので、私もこの辺の私的

所有者の責任みたいなものもきちんとしておかないと、最終的な着地点に行くときにちょ

っと混乱するなと思っていました。 

 それから、先ほど瀬田先生がおっしゃられていた分類の部分なんですけど、これはマト

リックスが多くなり過ぎるとどうしようもなくなってしまうので、農地、宅地、森林とい

うのはやむを得ないのかもしれないんですけど、ちょっと気をつけていただきたいのは、

北海道のような牧草地が放棄されるケースと、先ほど言いました稲作とか、畑とか、遷移

のベクトルは相当変わってくると思います。例でいいますと、北海道の場合は、泥炭地を

もともと牧草地にしたような場所だと、湿地に戻ったりするんですね。そうすると生物多

様性も上がって、それほど問題なくなるんですけど、本州の場合に稲作だと、むしろ多様

性は下がっていってという、それは多様性という価値の中で見た場合なんですけど、そう

いう違った結果が今までの研究の中で出てきていますので、その辺も、農地だけでいいの

か、もう少し分けたほうがいいのか、検討が必要です。 

 それから、森林の枠は多分、人工林の枠だと思うんですね。自然林の枠で放置の議論を

やる必要はほとんどないと思うので。まずは、今一番問題なのは、１,０００万ヘクタール

の日本にある人工林管理をどういう形で軟着陸させていくかという議論だと思います。う
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るさいことを言えば、カラマツとスギ、ヒノキとかは違うとか、そういう議論はあるのか

もしれません。ひとまず、あまり単純化した中で全て同じ結果が出ると思わないほうが、

最終的な形としてよいので、事例的な形で扱ったほうがいいのかなという感じがしました。 

 それから最後に、これも瀬田先生おっしゃったと思うんですけど、地域が何に対して価

値を持つか。例えば、先ほどの棚田が森林に戻っていく姿について、棚田というのが非常

に文化的なその地域の代表景観であって、どうしても守りたいという意思がそこに働くな

らば、それは水準Ａというか、最も高い水準で、何とか税金を投入してでも文化的な遺産

を管理せよという議論になるでしょうし、あるときは絶滅危惧種の問題があれば、それを

何とかせいという議論になるでしょうし。 

 ただ、例えば崩壊とか、土砂の関係で見る限り、あの写真で見ると、森林に戻っていく

のはそんなに悪いことじゃない。でも、例えば水循環的な水利用と考えると、森林のほう

が蒸発散量が多いから、むしろ棚田なり何なりで維持したほうがいいとか、さまざまな目

的によって、出てくる姿はきっと変わってくると思うので、あまり単純化できない。 

 縦軸が結局、何の外部不経済にその地域が注目するかによって、結果的に目指す姿が、

高水準でいくべきなのか、低水準でいくべきなのかというのは変わってきてしまうと思う

ので、ちょっとうるさいことを言っちゃっているんですけど、でも、きっとそうなるなと

想像がつくので、その辺もうまく、地域のそういった場所をどうしていきたいかという希

望というか、デザインというか、そういうものがないと、なかなか管理の水準を決めてい

くのは難しいなという感じがしました。 

 以上です。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 今ほど幾つか、カテゴリーの問題、それから、特に森林は人工林でいいだろうとか、牧

草地のこと、それから、そういう意味で言うと農地も、水田と水田以外は全然違いますよ

ね、転換の可能性が。そのこともありますし、それから、公的主体の関与のところについ

ては、また、先ほど浅見先生から言われたのも含めて整理し直すとして、最後に言われた、

地域が何に価値を持つかというところで、それが結局、何の外部不経済にウエートを置く

のかというところにつながるということですが、ただ、地域といったときに、小さな集落

で判断してしまっていいものと、もう少し、資料４－２の６枚目の横軸のほうに、影響の

範囲といったときに、出発点は集落なり市町村内なんだろうけれども、影響は相当大きく

あるようなときに、集落というか、地域の判断の妥当性というようなところについてどこ



 -25-

まで考えていくかというところも含めて、今年度の議論をさせていただきたいということ

で。 

 それで事務局は多分、外部不経済の及ぶ範囲の広さ、大きさというので、これを、隣地

だからやらなくていい、都道府県外まで広がるからやらなければいけないということでは

ないだろうけれども、一応整理として、公的主体の関与というくくりで整理してみたいと

いうことだと思いますので、そのあたり、次回以降、またお知恵をいただければと思いま

す。どうもありがとうございました。 

 一ノ瀬先生、お願いします。 

【一ノ瀬委員】  一ノ瀬です。 

 私からは３点ほど申し上げたいと思うんですけれども、１点目は、先ほども浅見先生が

指摘された、適切という言葉ですけれども、確かに先生おっしゃるように、そういうふう

に考えると相当難しいなと。今、さまざまほかにも、先生方からご意見も出ているんです

が、とりあえずは、これまでどおりの管理ができないとかぐらいに考えればいいんじゃな

いのかなと思いました。 

 というのは、適切というのは、オーバーユースであっても適切でないことがありまして、

今までもそういうことはたくさん問題になってきたわけですよね。ただ、今はアンダーユ

ースの状況ですので、そういうことを想定しているんですけれども、何が適切かというの

は非常に難しいことでもありますので、今の地目に対してこれまでどおりの管理ができな

いという問題が起こっているというぐらいの整理がいいかなというのが、１つ提案です。 

 ２点目は、今、予備の調査だったり、資料をたくさんつくっていただいて、事前にも打

ち合わせに来ていただいたので、おおむね流れは理解したんですけれども、１点、少し違

和感を感じているのは、スケールがかなりばらばらといいますか、というのは、１戸の家

が壊れている、旅館が壊れているとかという話から、森林の例えば集水域がとか、土砂崩

壊が起こるんじゃないかみたいな話と、それが今、一緒になってしまっています。 

 ただ、どこら辺で考えればいいのかなというところなんですけれども、この委員会で議

論するということを考えると、市町村の国土利用計画のスケールに落ちていくようなとこ

ろが、やっぱり議論しなければいけないところかなと思っているところで、だから、１軒

の家が見た目が悪いとか危ないなというのは、ちょっと違うのかなというのが思ったとこ

ろです。これは２点目、スケールの問題ですね。 

 ３点目は、今もたくさん議論いただいているところでもあるんですけれども、ゴールが
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どんな形で出てくるのかというところで、それが、どうしても管理しなければいけないみ

たいなところをあぶり出したり、その程度みたいなものが出てくるんですが、絶対放って

おいたらまずいみたいなところと多分大丈夫なんじゃないかと、その２つぐらいなのかな

と思っていまして、なぜそういうことを言うかというと、今、そこの場所について、先ほ

ど瀬田先生から立地の話もあったんですけれども、そこでこうなっていることが困ったこ

とかどうかということを調べていただいていると思うんですけれども、今、考えられてい

ないのが隣接性というか、隣接というと隣みたいな感じですけれども、要は、例えば山奥

の集落がなくなっていくのと、集落が幾つもあるところの一番手前の集落がなくなるみた

いなこと、そういう位置関係によっても意味が違ってくる場合があります。 

 これは獣害の対策なんかも、やはり奥のところが大変ということですね。また、場所に

よっても随分違ってきますので、そういう意味での立地というか、配置みたいなところで

すね。これも多分、先ほど申し上げた、国土利用計画みたいに落とし込んでくるときに、

最終的には何らかのゾーニングみたいなことをしていかざるを得ないのかなと。 

 なので、もちろん、自分たちで頑張るという集落がすごく山奥にあってもいいんですけ

れども、ほかに影響が大きくなるような立地のところを差しおいて、すごく条件がよくな

いところだけを支援するみたいなことには、結局はならないような気もするんですよね。

なので、そういう位置関係で、かつ、出ていくときのゴールの方向性みたいなものをにら

みながらになっていくのかなと感じました。 

 以上です。 

【中出委員長】  どうもありがとうございます。 

 幾つか貴重なサジェスチョンをいただきましたけど、１つ目の、これまでどおりの管理

ができないというところ、オーバーユースとかは考えないとしても、アンダーユースにな

るであろうというところ、ちょっとそのあたり適切というのを、そもそも適切というのは、

日本語として非常に曖昧なんですよね。 

 それから、スケールがばらばらというところについては、非常にいいサジェスチョンだ

と思ったのは、１年目で、市町村の国土利用計画で空間管理をとにかくボトムアップでや

っていくという、ボトムアップというのは市町村、基礎自治体からという。そこに落とせ

る程度というのは、非常にわかりやすいところだと思いますし、そうすると、それが３番

目の、どちらかというと隣接性というのは、位置関係もあるし、もう一つは、農業用水と

か林道という、ネットワークにかかわるようなものも隣接性にかかわってきて、それがゾ
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ーニングにかかわってくるとすると、それはまさに国土利用計画市町村計画マターだと思

うので、そこらあたりに、３年目の成果が１年目のものとリンクできるという可能性を見

ながらやっていければいいかなと思いました。どうもありがとうございました。 

 どうぞお願いします。 

【大原委員】  資料４－２の４ページ目に、人口減少率と集落人口密度のマトリックス

がありまして、これがおもしろいなと思っています。一般的に考えますと、人口減少が大

きくなったり集落の密度が低くなったりすると、適切な管理ができない土地が出てくるの

かなと思っていまして、どこかの人口密度や人口減少率を境にして、その発生確率みたい

なものが高くなったり、低くなったりするんだと思うんですね。この際、どこかに変曲点

があって、適切な管理が急に難しくなったりするんだと思います。 

 今回、こういう調査をされる中で、適切な管理がされていないところばかり見ると、逆

に、適切な管理ができているというものがどういうところなのかがあまりわからないんじ

ゃないかなと懸念されます。すなわち、管理ができていないところばかり見ていると、発

生確率はわからないので、そこの変曲点があるのか、ないのかみたいな議論ができなくな

るような気もしました。 

 我々としては、どの人口密度になるとこういう問題が悪化してしまうのかというのを押

さえていくのは非常に重要なことだと思うので、そういう発生確率や変曲点の状況がわか

るといいのではないかなと思っています。 

 そういう視点で考えてみますと、資料４－１で、平成２９年１１月から１２月に実施し

たという必要な管理がされていない土地に関するアンケート調査が載っていまして、ここ

では、回答いただいた８３８の市区町村に対して、不利益が生じているとか生じていない

というのも聞いていらっしゃるので、こういうデータを手がかりにすると、集落の人口密

度とかがどのぐらいになると発生確率が高いのか、低いのかみたいな議論ができるのかも

しれないなと思います。 

 以上です。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 なかなか定量的にできるかどうかはわからないところがありますが、今の資料４－１の

７で、アンケートでそこが追えるのか追えないのかというのを、そこは事務局、これは集

落名まで上がっていないんですよね。 

【国土管理企画室長】  ええ。この段階では市町村単位でお聞きしておりまして、集落



 -28-

と、私どもが今回やろうとしているものとぴったり合うわけではございません。 

【中出委員長】  そこに追加調査しなければならなくなるので、そうすると難しいんで

すが……。 

【課長補佐】  このアンケート結果だけだと、市町村が想定して答えた集落名までは聞

けていないんですけれども、ただ、今後、二、三十の集落を調べていくに当たって、非常

に重要な情報なので、そこは電話で担当者に確認するなり、もう一度アンケートをするな

りして、このアンケートの想定された集落は追ってみようと考えております。 

 今後、どういうふうにやっていくかも含めて、また先生にご相談させていただきたいと

思います。 

【中出委員長】  それは、このアンケートで、適切な管理がされていないところがある

と言っている自治体には追加調査をしてみようということですか。 

【課長補佐】  そうですね。答えた自治体の担当職員がどういった集落を想定して回答

をしていただいたのか、その集落の名前であったり、人口規模であったり、密度みたいな

ものまで、ちょっと深掘りして、その中から、二、三十の調査を参考に選定していこうか

なと考えているところです。 

【中出委員長】  ありがとうございます。 

 あと、適切な管理ができていない集落というか、その地域に対しては対比して、ちゃん

とできているところをあぶり出しておかなければいけないんじゃないかというところにつ

いては、それだけのための調査ができるかというと難しいと思うんだけれども、小さな拠

点を考えてみたときに、それは基幹集落と言われているものや、もうちょっと大きい規模

の集落が、小さな拠点の候補になっていたりするんだと思うんですけど、これは農村計画

とか都市計画でも、農村系の先生方で、小さな拠点をどうやって設定するかとか、どこに

あるんだというときに、選んでいるような研究がたしかあるような気がしたので、そうい

うときに密度のことが入っているかもしれないんですよね。 

 でも、大体、小さな拠点のキーワードは、郵便局があるか、学校があるか、あるいは買

い物するところとして、要するにＡコープがあるか、そういうのがキーワードになってい

たりして選んでいる場合が多いので、そこで人口密度が入っているかどうか、ちょっとわ

かりにくいところがありますけれども、大体、郵便局、小学校とスーパーというか、Ａコ

ープみたいなものがワンセットそろっていれば基幹集落で、小さな拠点の候補になるだろ

うというようなところは、都市計画でも農村計画でも同じようなことは言われているんだ
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と思うので、そこらあたりの論文についても、それぞれ委員に聞いてみてもらえますか。

多分、あると思います。 

 ちゃんとやれているというか、やらなきゃ日本中がだめになっちゃうという意味では、

地方中核市が今、国土形成計画で地方のダムと言われているのは、中小の都市に対して、

中核市が地方のダムだと言っているのと同じように、中山間地に対しては、基幹集落ある

いは小さな拠点がないと、それより小さな集落がだめになるというのと同じようなことも、

全く相似則ではないですけれども、言われていると思うので、そうすると、そういうとこ

ろは、管理できているかどうかは別として、管理しなければいけないところだから、大体

どういう人口密度なのかというのはわかるかもしれないですね。基幹集落の人口はわかる

んですよね。 

ちゃんとやっているところの大調査をするのは無理だと思うので、農業センサスや文献

から拾ってきて、それの対比でやってもらうということでよろしいでしょうかね、大原さ

ん。 

【大原委員】  はい。 

【中出委員長】  ありがとうございます。 

 飯島先生お願いします。 

【飯島委員】  これまでのご議論、特に浅見先生が提示された問題意識を共有しながら

も、なお整理がついていませんが、少し意見を申し上げたいと存じます。 

 今年度の方針につきまして、私が特徴として感じましたのは、まず、集落というものを

ダイレクトに捉えるということ、しかもそのときに、人口を基準とし、人口密度と人口減

少率で捉えるということで、そこに難しさも感じました。 

 まず、集落というのは１０万あるというお話がございましたけれども、現実を把握する

ためには実際の集落を見なければならない、具体的な生身の人間や土地を捉えなければな

らないということになると、必要かつ十分に、１０万の集落をタイプ別にすることができ

るのかという問題があるとも感じました。 

 そして、市町村合併との関係で人口規模では捉えにくいというお話は、ちょっとよく分

かりませんでしたが、人口密度と人口減少率で集落の役割を捉えるということは、先ほど

から議論がございましたように、集落が適切な管理を担うのはなぜなのか。土地所有者が

管理すべきものを、居住者であること、住んでいることを理由として責任を集落に負わせ

るということをどのように考えていくのかという問題があるかと思いました。 
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 集落に住んでいることの責任を負わせるのか、あるいは公的主体の関与という議論のな

かで、公的な主体が、つまりは、市町村住民、都道府県住民として住民全体で負担させる

のか、どちらもあり得るかと思います。今回、集落に着目しているのは現実に即してとい

うことかと思いますが、その難しさも感じました。 

 もう１点、事例の中に出てきた空き家などは、既存の制度でも一定程度対応できるので

はないかとも思います。既存の法制度で対応できる部分と、対応できない部分、まさにこ

の委員会で踏み込んでいかなければならない部分はどこなのかといった整理も必要になっ

てくるかと思いました。 

 以上でございます。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 最初の部分、集落単位で扱うことについてというのは、分析の単位を集落にするので、

多分、集落に責任を負わせるということではないですよね、ここについては。 

【国土管理企画室長】  私たちの調査がお尋ねしていきますのも、自治体、市町村単位

を基本と考えておりまして、その中で、この集落についていろいろ教えてくださいという

ような進め方をしていきたいと考えております。 

【飯島委員】  市町村がその責任を負うということでしょうか。 

【国土管理企画室長】  責任という意味では、土地所有者のものもございますし、また、

公共として対応しなければならない、これはいろいろな合わせであろうかと思います。公

共としましても、自治体レベル、県レベル、国レベルといった、それはそのものの公共性、

物の性質によりまして異なってまいりますので、重なってくるものかと考えております。 

【中出委員長】  よろしいでしょうか。 

【飯島委員】  はい。 

【中出委員長】  そういう意味で、国土利用計画みたいなものが、計画の空間化したも

のがあって、市町村が少なくとも責任主体になるというところでは、理屈は合うはずです

よね。ありがとうございます。 

 それで、もう一つ、２番目の既存の制度で対応できるものはというところについては、

まさにおっしゃるとおりなので、問題を確認したら、それに対してどの部分が、我々がき

っちり枠組みとして定めて、今後の方向性を見直さなければいけない部分で、ほかは、預

ければいいものは預けるということで、そこの整理はちゃんとしていけばと思います。ど

うもありがとうございました。 
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 では、山野目先生、お願いします。 

【山野目委員】  ２つ申し上げます。 

 １点目は、資料４－２の８ページの下のほうに、米印が３つ並んでいて、最初の２つの

米印では、さまざまなよろしくない影響を及ぼす場合ということの中身を明らかにしよう

として、命の危険を伴う場合、生活や生業の継続が困難になる場合、自然環境や文化遺産

等への不可逆的な影響が発生する場合などを列挙しておられて、これはかなり異質なもの

を並べておられると受けとめました。おそらく、これから検討を進めていくに当たって、

このような雑多異質なものを広くスコープをとって、視野に置いた上で検討していこうと

いうことで、備忘の意味も含めて、こういうふうに資料として掲げておられるものであろ

うと理解します。 

 浅見委員がご指摘になったことですが、かなり異質なものが並んでいて、これからそれ

ぞれの、どの負の事象に着目するかによって、その上の水準Ａ、Ｂ、Ｃの区切りの入れ方

とか関係のとり方については、さまざまな思考が要請されるであろうと考えます。１つ前

の伊藤室長のご答弁で、それはさまざまな局面に出会ったときの、合わせという言葉をお

使いになりましたが、その合わせをまさに考えていかなければいけないという作業がこれ

から続いていくものであると受けとめました。 

 その合わせを考えていく中で、今年度の委員会の仕事である、それぞれの局面ごとの管

理の主体を考えるときには当然、管理の費用のことを一緒に考えなければいけませんから、

費用を含めた管理の主体と管理の水準のことを考えていくものであろうと予想します。事

務局のほうでもご検討になるでしょうし、次回以降の委員会でそれを拝見し、私なりにま

た勉強させていただきたいと考えております。 

 もう１点は、資料４－２のどのページということではなくて、全体を通じての概念の用

い方、言葉遣いにかかわることでありますけれども、資料４－２の全体を拝見していて、

管理という言葉は便利な言葉だなあ、ということがよくわかりました。これは土屋委員が

ご指摘になったことでもありますが、そもそも我々がここのテーブルに座っている、この

委員会の名前自体が、「管理」が名称に入っていますけれども、非常に使い勝手のよい言葉

であろうと感じます。それだけに、使っているうちに、局面ごとにいろいろな意味で用い

られているような嫌いもなくはありません。 

 実はここで議論しようとしていることは、言葉遣いが難しいということ以上に、我が国

の国土政策、土地政策が、今まで出会わなかった事象を扱おうとしていることからくる難
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しさでもあるものであろうと感じます。土地基本法には土地の利用という言葉が出てきま

すけど、管理という言葉は出てきません。利用という言葉が何となくニュアンスとして、

何らかのプラスを生むというニュアンスがあり、バブルのときにつくられた法律ですから

そういう言葉が用いられますが、これからはむしろ利益は生まなくて、もっと深刻な仕方

でいろいろなコントロールをしていかなければいけないという、そのような現象を捉える

言葉それ自体がまだでき上がっていない。そこの概念、言葉を発見しなければいけないと

いう時代状況に私たちが置かれていると感じます。 

 ただし、そうは申しましても、だから資料の言葉遣いを厳密にしなければいけませんと

か、そういう小うるさいことは申し上げるべきではないであろうと考えます。国土管理専

門委員会の仕事は、ひとまず、いわゆる管理というものを捉えて、その中身をきちっと考

えていく、研究していくということが重要なことでありましょう。 

 ここで明らかになった検討の成果を、また、法制上の措置、その他オフィシャルな場面

で表現していかなければならないときには、おそらく、管理という言葉で全てを言い尽く

すことは通用しないことでありますから、そのときまでに、ここなのか、別なところなの

かわかりませんけれども、もっと適切な言葉を発見した上で、その後の施策形成をしてい

かなければならないのではないかということも感じました。 

 以上でございます。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 １つ目の課題については、まさに米印の１つ目に書いてある外部不経済の中身を、備忘

録的に書いているというふうにおっしゃいましたが、まだこれだけでもないかもしれない

し、整理の仕方が、これも系統立って整理してあるわけではないので、そのあたりが整理

された上で、今、山野目委員がおっしゃったように、実際にはどこに着目して、どう評価

するというか、水準をするのかというのは、それも一律に国が提示するものであるのかど

うかというところも、また別途で、先ほどのほかの委員の意見は、どちらかというと、や

っぱり自治体の判断基準もあるだろうということでしたので、そのあたりの整理もさせて

いただきたいと思います。 

 それから、合わせということで、管理主体、費用、水準、これを一体として考えなけれ

ばいけないというのは大事なご指摘だと思います。 

 もう一つの、管理という言葉が便利な言葉ということについては、とりあえずここは仮

置きで、管理という言葉でいいから、最後に、みんながそれなりにある程度共通の概念を
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持てる範囲内で議論をして、厳密に議論しなければならないときにはもうちょっと厳密に

ということで、進めさせていただければと思います。 

 あと１５分程度なんですが、一応、一巡したんですが、今日ご欠席の広田委員からコメ

ントをいただいているようですので、事務局のほうからご披露いただけますか。 

【国土管理企画室長】  広田先生からのご意見をご紹介させていただきます。 

大きく５点ございます。 

 １番目、外部不経済の中身について。 

 生命・身体や生活・生業への影響だけでなく、生物多様性の喪失や、文化的価値の喪失

も外部不経済としてしっかり認識すべき。こうした価値の重要性に地域住民や支援者、あ

るいは専門家やマニア、活動団体等が気づいて活動している例は多い。地域住民以外の主

体も含め、公的支援が行き届くような措置が必要ではないか。 

 続きまして、公定関与のあり方について。 

 公的支援の手法として、財源の制約がある中、公費を投入する以外の手法も積極的に取

り入れるべき。 

 例えば、土地利用に対する公的なコントロールの手法としては、以下の４つがある。 

 ①規制的手法（法律や条例による直接的規制）。 

 ②誘導的手法（補助金等による誘導）。 

 ③事業的手法（行政自らが事業を実施）。 

 ④協議的・教育的手法（地域住民による計画策定や自主的活動の支援。また地域での議

論に資する情報の提供など）。 

 国土保全分野においても、財政出動による誘導的手法のほかに、特に④の協議的・教育

的手法も想定し得るのではないか。 

 続きまして、粗放的管理について。 

 粗放的管理といっても、管理のための管理ではなく、土地を利用していく姿勢が必要。

「利用なきところに管理なし」である。 

 続きまして、災害リスクの高い土地。 

 協議的・教育的手法により、災害リスクの高い土地を住民自らが認識し、より安全な土

地へ移住したり、新たに家を建てないという行動につなげていくことも考えていくべき。

（強制的に立ち退かせるという趣旨ではない）。 

 最後に、２０１９年とりまとめイメージについて。 
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 新たな施策提言のイメージの一つとして、管理困難な土地や困難化が想定される土地に

ついて、市町村が「管理ビジョン」を策定し、国土利用計画（市町村計画）に反映するこ

とを支援することが考えられる。ビジョン策定の範囲は市町村全域又は一部とし、管理主

体としては集落や地域運営組織が考えられる。 

 「管理ビジョン」の策定に当たり、実態調査を行うこととし、その上で実態区分ごとの

管理のあり方の選択肢を示せるとよい。一方で、土地（一筆）ごとの線引き（ゾーニング）

まで行おうとすると、個々の所有者や利用者の了解や納得が必要となり、合意形成のハー

ドルが上がる。どの選択肢をとるかは管理ビジョン策定後の地域の合意形成に委ねるのが

現実的と考える。 

 ビジョン策定に向けた実態調査や専門家派遣等への予算措置も有効ではないか。 

 今年度の報告書は、市町村による「管理ビジョン」策定のマニュアル的な役割を果たせ

るとよい。 

 以上であります。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 今日の委員会で、ほかの委員会からご指摘いただいたことも幾つかあると思いますし、

これをもとに、また、事務局で整理していただければと思います。 

 １周したところですが、ほかの委員の発言に対して、言っておきたいということがあれ

ば、お受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。どうぞ。 

【一ノ瀬委員】  もし可能ならばということですけれども、打ち合わせのときには申し

上げたんですけれども、せっかく将来の人口無住化だったり、急激に人口が減少するとい

う予測とかをされていますので、こういったデータを使ってアンケートの回答パターンと、

それぞれの立地だったり、人口の減り方みたいなものが何か関係があるのか、あるいは関

係がなさそうなのかということを、ぜひ可能な範囲で調べていただければと思います。 

 以上です。 

【課長補佐】  先生に打ち合わせでご指摘いただいて、分析を今やっているんですが、

ちょっと時間がかかっていて、今日は間に合わなかったので、次回委員会までに整理をし

て、先生にご相談に上がりたいと思います。 

【中出委員長】  私、最後に一言だけ。この資料作成に当たっては、それこそ２カ月、

３カ月と事務局といろいろ議論した上ですので、資料の内容の枠組みについては私の責任

もあるので、これについて私が文句を言う筋合いじゃないんですが、１つだけ気になるの
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は、今回の西日本豪雨で、やっぱり森林地域から倒木が流れて来て、それで災害が、特に

洪水が助長されたということが出てきているとすると、やっぱり防災面で、ああいう局所

的な豪雨になるというのは、地球環境問題があるというのも１つでしょうけど、もう一つ

は、メンテナンスの問題もあるということで、これは僕がこの委員会にかかわり出した２

年前のときから、１４年前の信濃川の新潟・福島豪雨のときにそういうことがあったとい

うことも申し上げていたんですけど。 

 でも、それはその後１０年ぐらい、あまりなかったからほっとかれたんですけど、ここ

のところはやはり広島も含めて、非常に局所的なものではあるけれども、時間軸で言うと、

ほぼ毎年のように起きるだろうし、今後も毎年のように起きてくるとすると、やっぱり国

土管理の面で、今回の西日本豪雨で被害を受けたところはどんな場所なのかというのは、

国土管理企画室がやることかどうかは別として、情報を得ておいていただくのはいいので

はないかと思います。 

 ただ、まだ復旧の段階なので、もうちょっと時間がたってからでも構わないと思うんで

すけど、何が問題だったのかというところを、災害を受けている自治体に、要するに、災

害そのものは下のほうで起きているんだけど、やっぱり川上のほうの問題があったのかど

うかというようなことについては、基礎自治体でなくとも、県とか地方整備局でもいいか

ら、ちょっと聞いてもらうというようなことで、今年の西日本豪雨、それから去年の九州

とか、どんどん毎年のように何かが起きているわけですから、そのあたりを確認しておい

ていただくと、少し役に立つかなと思った次第です。 

 議論しなければいけないのは防災のことばかりではないと思いますけど、ただ、国民の

関心事というのは、その辺はものすごく高くなっていると思いますので、ぜひお願いした

いと思った次第です。 

 それでは、もう１点、その他というのが残っておりますので、その他について、事務局

から参考資料の説明をお願いできますでしょうか。 

【企画専門官】  総合計画課の小路と申します。 

 参考資料３をお願いいたします。私が担当しております、住み続けられる国土専門委員

会の２０１８年とりまとめの概要ということで、ご紹介をさせていただきます。 

 テーマの内容については、ご承知かと思いますので、飛ばさせていただきまして、サブ

タイトルにございますように、地方への人の流れを促進するために、定住人口や関係人口、

いわゆる住み続けるだけではなくて、さまざまな形で地域にかかわるというような人口を
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増やしていくためには、どういう取り組みが今後必要かということを昨年度、議論してま

いりました。 

 審議結果の１つ目のテーマであります移住・関わり等の戦略的な促進ということで、関

係人口を増やすためにどうしていけばいいかということで、マトリックスで整理させてい

ただいております。横軸がその地域での滞在時間、縦軸がその地域における社会・経済活

動との結びつきというようなもので、左下から右上に従って、そういう関係性というのが

深まっていくというような取り組みを促進するためには、戦略的視点②といたしまして、

ライフスタイルとかライフステージとかに応じて、ターゲットを絞った施策というのを必

要じゃないかということ。あと、戦略的視点③といたしまして、将来像を掲げて、それに

呼応して担い手が集まるということで、具体的なもので、西粟倉村の「百年の森林事業構

想」の取り組みというのが１つあるのではないかと整理しているところでございます。 

 裏面をごらんください。もう一つ、我々のほうでは昨年度、つながりサポート機能とい

うものを概念として提案させていただきました。すなわち、都市において、全国プラット

フォーム、いわゆるふるさと回帰支援センターというようなものの中で、移住とか地域と

のかかわりを深めていく場というものもありますし、あとは現地にさまざまな形で、そう

いうものを受け入れるような機関がある。それに加えて、アンテナショップのようなサテ

ライト型のようなものがある。 

 いろいろな形がある中で、ステップを踏んで、その地域とつながっていくようなものに

対して、ちょっと表の面とかかわってきますが、ライフスタイル、ライフステージという

ものが世代によって多様であるということから、地域資源を生かした上で、都市住民など

に対して働きかけていく必要があるのではないかと整理しているところでございます。 

 一番最後の丸ですけれども、今後の検討の方向性として、コミュニティの再生、内発的

発展が支える地域づくりという２つのテーマを軸といたしまして、一昨年度は、圏域構造

についても我々の委員会のほうでは議論していますので、３カ年のとりまとめということ

を進めていきたいと考えております。 

 簡単でありますが、以上でございます。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 ここでこれをご紹介いただいたかといいますと、明大の小田切先生が委員長をされてい

る、住み続けられる国土専門委員会は、関係人口という視点から、我々が去年議論してい

た、人（主体）、土地、仕組みのうちの土地を除いた部分については、ほぼ全部オーバーラ
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ップしているので、我々が管理の担い手を考えたときに、担い手は、特に１ページ目にあ

る、チャートのような関係人口をどういうふうにうまくかかわりづけていくかというのは、

我々にとっても同じような課題があるだろうということで、今年度は、住み続けられる国

土専門委員会の情報を得ながら、こちらからも情報を与える形で、キャッチボールしなが

ら進めていきたいと思っておりますので、２年目までの成果をご紹介いただいたというこ

とですが、よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、本日の議事はこれまでですので、この後、情報提供等に移らせていただきた

いと思います。 

 よろしくお願いします。 

【国土管理企画室長】  参考資料４のガイドライン骨子案については、大原委員のご意

見の際にご紹介させていただくことができましたので、詳しい中身はごらんいただければ

と思いますが、私どもしっかりＰＲと、わかりやすい情報提供ということに努めてまいり

ます。 

 参考資料５の「マンガでわかる！」につきまして、これは初めての取り組みでございま

すが、まさに内部職員の手でこのようなものを作成いたしまして、一人でも多くの活動を

取り組まれている方に、手にとってごらんいただきたいと可能な範囲でございますが、シ

リーズのように後続のものも出していきたいと考えているところでございます。これはま

だ案の段階でございますが、後日正式にプレスリリースをして、進めていきたいと考えて

おります。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。よろしいでしょうか。 

 それでは、時間も参っておりますので、これをもちまして、本日の国土審議会計画推進

部会の国土管理専門委員会につきましては、第９回の会議を終了とさせていただきたいと

思います。ご熱心なご議論をいただきまして、どうもありがとうございました。 

 最後に、進行を事務局にお返しします。 

【課長補佐】  ありがとうございました。 

 それでは、会議の終了に当たりまして、最後に、局長の麦島より、一言ご挨拶申し上げ

ます。 

【国土政策局長】  局長を拝命いたしました麦島でございます。今年度はどうぞよろし

くお願いいたします。 
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 今日もお忙しい中、お集まりいただきまして、ほんとうに闊達なご議論を賜りましてあ

りがとうございました。そもそもこれまで２カ年、いろいろとりまとめをしてきていただ

いておりますが、今年度、３カ年の最終年度ということで、今日のご議論でもそうでござ

いますが、大変難しいテーマかなと思いますが、山野目先生からもご指摘がございました

が、まさにこういうことを検討しなければいけない、そういうタイミングといいますか、

我々の役割だと思っておりますので、また次回に向けまして、今日のご指摘も踏まえて、

いろいろ資料等々も整えさせていただき、引き続きご指導とご助言をいただきたいと思い

ますし、今日、委員長からもございましたが、他の委員会との連携等々も、今年度は十分

頭に置いて、やってまいりたいと思います。 

 いずれにいたしましても、引き続きのご指導をよろしくお願い申し上げまして、今日は

ほんとうにありがとうございました。 

【課長補佐】  ありがとうございました。 

 それでは、最後に事務局から２点、お知らせさせていただきます。 

 本日の会議の議事録につきましては、委員確認の上、ホームページにて公表させていた

だきます。 

 また、お配りいたしました資料につきましては、お席にそのまま置いておいていただけ

れば、郵送させていただきますので、置いておいていただければと思います。 

 事務局からは以上になります。本日は熱心なご議論、ありがとうございました。 

【中出委員長】  どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


